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研究開発促進税制等の概要
財務省：平成20年度税制改正の要綱より

○試験研究費の総額に係る税額控除制度（恒久的措置）

○試験研究費に係る特別税額控除の特例の選択適用（２年間の時限措置）

※上記の恒久的措置（試験研究費の総額に係る特別控除額制度）、中小企業技術基盤強化税制とは別枠で、
当期の法人税額の100分の10相当額を限度として税額控除

売上高に対する試験研究費の割合に応じ、試験研究費の総額の一定割合を税額控除。
→・試験研究費の８％～１０％（（８＋試験研究費割合×０．２）［％］）
・特別試験研究費（産学官連携による共同研究・委託研究に係る試験研究費）は一律１２％
・中小企業の研究開発費については一律１２％（恒久的措置）

】　（高水準型）②肢択選【】　（増加型）①肢択選【
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8-10%
〈総額型〉

12%
〈特別試験研究〉

増加額

増加額（金額）の
100分の5相当

税額控除
平均

売上金額

10%

試験研究費
の金額 売上金額

10%超

部分
×特別税額

控除割合

超える部分の金額に
特別試験税額控除割合を
乗じた金額の特別税額控除

※特別税額控除割合とは、、、
（試験研究費割合から100分の10を控除した割合）×0.2

※試験研究費割合（％）＝（試験研究費／売上高）

※1)比較試験研究費＝過去３ヵ年度の試験研究費の平均額
※2)基準試験研究費＝前２事業年度のうち最も多い試験研究費

条件1)比較試験研究費の額を超えること
条件2)基準試験研究費の額を超えること

※2

2．特別試験研究に係わる税額控除
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